
国
内
環
境
政
策
、
排
出
量
取
引

国内環境政策 　
政
府
は
化
石
燃
料
に
課
税
す
る
地
球
温
暖
化
対
策
税
を
２
０
１

１
年

月
に
導
入
す
る
。
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
全
量
固
定
価

格
買
い
取
り
制
度
も

年
度
に
導
入
の
見
通
し
。
こ
れ
ら
２
施
策

は
企
業
に
追
加
的
な
費
用
負
担
を
も
た
ら
す
が
、
同
時
に
低
炭
素

型
製
品
を
扱
う
企
業
に
は
ビ
ジ
ネ
ス
チ
ャ
ン
ス
と
な
る
。
政
府
は

低
炭
素
型
製
品
の
開
発
製
造
と
普
及
拡
大
の
支
援
を
強
化
。ま
た

国
内
ク
レ
ジ
ッ
ト
や
カ
ー
ボ
ン
フ
ッ
ト
プ
リ
ン
ト

Ｃ
Ｆ
Ｐ

、

カ
ー
ボ
ン
オ
フ
セ
ッ
ト
な
ど
の
既
存
制
度
を
効
果
的
に
組
み
合
わ

せ
、企
業
の
環
境
競
争
力
を
高
め
る
新
た
な
仕
組
み
を
構
築
す
る
。

　
温
室
効
果
ガ
ス
を
大
量
に
排
出
す
る
事
業
所
に
排
出
削
減
義
務

を
課
し
た
上
で
、
事
業
所
間
で
義
務
の
超
過
達
成
分
の
売
買
を
認

め
る
排
出
量
取
引
制
度
。
同
制
度
を
め
ぐ
り
国
と
地
方
の
対
応
が

分
か
れ
て
い
る
。
政
府
は
２
０
１
０
年
末
に
、
地
球
温
暖
化
対
策

の
国
際
交
渉
の
行
方
が
不
透
明
な
こ
と
な
ど
を
理
由
に
、
国
内
排

出
量
取
引
制
度
の
検
討
を
事
実
上
凍
結
す
る
方
針
を
決
定
し
た
。

一
方
、
東
京
都
は
大
規
模
事
業
所
に
対
す
る
排
出
削
減
義
務
を

年
度
に
導
入
し
、

年
度
か
ら
排
出
量
取
引
が
本
格
化
す
る
。
埼

玉
県
も
東
京
都
と
同
様
の
制
度
を

年
度
か
ら
開
始
す
る
。

排出量取引

経産省はＣＦＰ試行事業の一環で「ゼロカーボ
ン商品」認定制度の構築に着手する（ 年 月
のエコプロダクツ のＣＦＰブース）

太陽光発電の余剰電力買い取り制
度に伴う 年度の電気料金付加金

電力会社 付加金

北海道電力 円

東 北 電 力 円

東 京 電 力 円

中 部 電 力 円

北 陸 電 力 円

関 西 電 力 円

中 国 電 力 円

四 国 電 力 円

九 州 電 力 円

沖 縄 電 力 円

※付加金は１ 時当た
り、税込み

低
炭
素
型
製
品
の
普
及
拡
大

地球温暖化対策税の上乗せによる石油石炭税の税率の変化

原油 石油製品
１ 当たり

液化石油ガス
液化天 然 ガ ス
１ 当たり

石炭（１
当たり）

現　在 円 円 円
年 月１日 円 円 円
年４月１日 円 円 円
年４月１日 円 円 円

企業への資金供給、低利で長期

買
い
手
探
し
の
手
間
省
く
Ｃ
Ｏ
２
削
減
量

東京都と埼玉県の排出量取引制度の比較
東　京　都 埼　玉　県

域内全体の 年度の温室効果
ガス削減目標

年度比 ％減
年度比 ％減

年度比 ％減
年度比 ％減

産業・業務部門の 年度のエ
ネルギー起源ＣＯ２削減目標

年度比 ％減
年度比 ％減

年度比 ％減
年度比 ％減

総量削減義務の対象 原油換算エネルギー使用量が３カ年度連続して年間
以上の事業所

対象事業所数 約 約

削減義務対象の温室効果ガス 燃料・熱・電気の使用に伴い排出されるＣＯ２ エネルギー
起源ＣＯ２ 【※１】

削減計画期間
第１計画期間 ～ 年度
第２計画期間 ～ 年度
以降、５年ごとに設定

第１計画期間 ～ 年度
第２計画期間 ～ 年度
以降、５年ごとに設定

第１計画期間の削減目標

●オフィスビル、官公庁庁舎、商業施設、宿泊施設、教育
施設、医療施設、地域冷暖房施設など

　 基準排出量比８％減ｏｒ６％減【※２】
●工場、上下水施設、廃棄物処理施設など
　 基準排出量比６％減

第２計画期間の削減義務率見
通し 基準排出量比 ％減程度 基準排出量比 ％減程度

トップレベル事業所の取り扱い 削減率を２分の１または４分の３に緩和
基準排出量 既存事業者 ～ 年度のいずれか連続する３年間の平均値

削減義務達成のために利用で
きる削減量

他の対象事業所の超過削
減量
都内の中小事業所の削減
量
都外の大規模事業所の削
減量【※３】
再生可能エネルギーの環
境価値

他の対象事業所の超過削減
量
県内の中小事業所の削減量
県外の大規模事業所の削減
量【※４】
再生可能エネルギーの環境
価値
森林吸収によるＣＯ２削減
相当量

実効性の確保

●削減目標未達成の場合
目標不足量の 倍の削減
を命令

●命令違反の場合 罰金 上
限 万円 と違反事実の公
表、都知事が命令不足量
を調達しその費用を請求

●削減目標未達成の場合 目
標不足量を次の計画期間の
目標量に繰り越す。事業者
の実施状況を県が公表

※１．その他の温室効果ガスを削減した場合は目標達成に利用可能 取引は不可
※２．地域冷暖房事業者からの供給エネルギーが全エネルギー使用量の２割以上の場合は６

％減、２割未満の場合は８％減
※３．削減目標量の３分の１まで利用可
※４．オフィスなどは削減目標量の３分の１まで、工場などは同２分の１まで利用可

Ｃ
Ｏ
２
削
減
を
義
務
化
東
京
都
埼
玉
県

詳
細
設
計
・
時
期
先
送
り
政
府

国と地方で対応二分

■
環
境
税

　
地
球
温
暖
化
対
策
税
は
化

石
燃
料
を
課
税
対
象
と
す
る

現
行
の
石
油
石
炭
税
に
、
税

率
を
上
乗
せ
す
る
形
で
実
施

す
る
。
税
率
を
３
段
階
で
引

き
上
げ
、
完
全
実
施
と
な
る

年
４
月
以
降
は
二
酸
化
炭

素

Ｃ
Ｏ
２

排
出
１

当

た
り
３
０
０
円
弱
の
税
負
担

に
な
る
。
完
全
実
施
後
の
負

担
増
を
エ
ネ
ル
ギ
ー
別
に
計

算
す
る
と
電
気
は
１

時

当
た
り

銭
程
度
、
都
市
ガ

ス
は
１

立
方

当
た
り

銭
程
度
、
ガ
ソ
リ
ン
は
１

当
た
り

銭
と
な
る
。
税
収

の
規
模
は
年
間
２
４
０
０
億

円
程
度
と
な
る
見
込
み
だ
。

　
国
立
環
境
研
究
所
な
ど
の

試
算
に
よ
る
と
、
税
率
を
Ｃ

Ｏ
２
排
出
１

当
た
り
２
７

３
円

炭
素
１

当
た
り
１

０
０
０
円
と
し
た
場
合
、

年
の
段
階
で
排
出
削
減
効
果

は
年
間
９
０
０
万
―
１
４
０

０
万

に
な
る
。
こ
れ
は
政

府
が
京
都
議
定
書
の
排
出
削

減
目
標
設
定
で
基
準
と
し
て

い
る

年
の
Ｃ
Ｏ
２
排
出
量

の
１
％
程
度
に
相
当
す
る
。

　
日
本
鉄
鋼
連
盟
は
地
球
温

暖
化
対
策
税
完
全
実
施
後
の

負
担
額
が
鉄
鋼
業
界
全
体
で

年
間
約
１
０
０
億
円
に
な
る

と
試
算
。
粗
鋼
生
産
１

当

た
り

円
の
課
税
と
な
り
、

粗
鋼
１

当
た
り
の
直
近

年
間
の
平
均
経
常
利
益
の
１

・
５
％
強
に
相
当
す
る
と
指

摘
す
る
。

　
同
様
に
日
本
製
紙
連
合
会

は
地
球
温
暖
化
対
策
税
に
よ

っ
て
製
紙
業
界
全
体
で
同

億
円
の
負
担
増
に
な
る
と
の

試
算
を
発
表
。
業
界
全
体
の

、

年
度
の
平
均
経
常
利

益
に
対
し
税
負
担
の
比
率
は

約
４
・
５
％
に
上
る
と
し
て

い
る
。

■
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
全

　
量
固
定
価
格
買
い
取
り
制

　
度

　
市
民
や
企
業
な
ど
が
再
生

可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
で
発
電
し

た
電
気
の
全
量
を
電
力
会
社

が
高
値
の
固
定
価
格
で
買
い

取
り
、
そ
の
費
用
を
す
べ
て

の
電
気
利
用
者
で
広
く
薄
く

負
担
す
る
全
量
固
定
価
格
買

い
取
り
制
度
。
経
済
産
業
相

の
諮
問
機
関
で
あ
る
総
合
資

源
エ
ネ
ル
ギ
ー
調
査
会
の
小

委
員
会
は

年
１
月
、
同
制

度
に
関
す
る
報
告
書
を
ま
と

め
た
。

　
報
告
書
は
当
面
の
買
い
取

り
対
象
と
し
て
太
陽
光
、
風

力
、水
力
、地
熱
、
バ
イ
オ
マ

ス
の
五
つ
の
発
電
方
式
を
想

定
。
太
陽
光
発
電
以
外
の
買

い
取
り
期
間
は

年
を
軸
と

す
る
こ
と
が
適
当
と
し
た
。

買
い
取
り
価
格
は
１

時

当
た
り

―

円
程
度
を
目

安
に
一
律
で
設
定
す
る
。
太

陽
光
発
電
の
う
ち
住
宅
用

は
、
自
家
消
費
分
を
除
い
た

余
剰
電
力
を

年
間
買
い
取

る
現
行
制
度
を
継
続
。
事
業

所
用
や
発
電
事
業
目
的
の
太

陽
光
発
電
は
全
量
買
い
取
り

の
対
象
と
す
る
。

　
経
済
産
業
省
は

年
度
か

ら
の
制
度
開
始
に
向
け
、
今

通
常
国
会
に
法
案
を
提
出
、

成
立
を
目
指
す
。
全
量
買
い

取
り
制
度
開
始
後
は
、
電
力

会
社
に
一
定
以
上
の
新
エ
ネ

ル
ギ
ー
の
利
用
を
義
務
付
け

た
Ｒ
Ｐ
Ｓ
制
度
を
廃
止
す

る
。

　
す
で
に
始
ま
っ
た
住
宅
用

太
陽
光
発
電
の
余
剰
電
力
買

い
取
り
制
度
で
は
、
４
月
の

新
年
度
か
ら
電
気
料
金
へ
の

費
用
上
乗
せ
を
初
め
て
実
施

す
る
。
電
気
使
用
量
１

時
当
た
り
１
―
７
銭
を
毎
月

の
料
金
に
付
加
す
る
。

　
余
剰
買
い
取
り
制
度
は
暦

年

１
―

月

の
買
い
取

り
費
用
を
、
次
の
年
度

４

―
３
月

の
電
気
料
金
に
上

乗
せ
し
て
回
収
す
る
。

年

度
の
付
加
額
は

年

月
と

同

月
の
買
い
取
り
費
用
を

含
め
て
算
出
し
た
。
一
般
家

庭
は
毎
月
２
―

円
程
度
の

負
担
増
と
な
る
。

■
低
炭
素
投
資
促
進
法

　
政
府
は
新
成
長
戦
略
の
柱

に
環
境
エ
ネ
ル
ギ
ー
分
野
を

位
置
付
け
た
。
低
炭
素
型
製

品
の
開
発
や
製
造
、
普
及
拡

大
を
政
府
と
し
て
後
押
し
す

る
た
め
に
制
定
し
た
の
が

「
エ
ネ
ル
ギ
ー
環
境
適
合
製

品
の
開
発
及
び
製
造
を
行
う

事
業
の
促
進
に

関
す
る
法
律

通
称

低
炭

素
投
資
促
進

法

」
だ
。

　

年
５
月
に

成
立
、
同
８
月

に
施
行
さ
れ
た

同
法
律
に
沿

い
、
政
府
は
二

つ
の
支
援
ス
キ

ー
ム
を
展
開
す

る
。
一
つ
は
低

炭
素
型
製
品
を

開
発
・
製
造
す

る
企
業
へ
の
低

利
で
長
期
の
資

金
供
給
、
も
う

一
つ
は
中
小
企

業
へ
の
低
炭
素

型
設
備
の
導
入

を
促
進
す
る
た

め
の
リ
ー
ス
保

険
制
度
だ
。

　
前
者
は
日
本

政
策
金
融
公
庫

が
民
間
金
融
機
関
を
介
し
、

企
業
に
低
利
で
長
期
の
資
金

を
供
給
す
る
。
融
資
の
規
模

は
１
０
０
０
億
円
。
融
資
対

象
は
政
府
が
定
め
た
「
エ
ネ

ル
ギ
ー
環
境
適
合
製
品
」
の

開
発
・
製
造
で
、
具
体
的
に

は
太
陽
光
発
電
や
原
子
力
発

電
な
ど
の
非
化
石
電
源
設

備
、
電
気
自
動
車
、
発
光
ダ

イ
オ
ー
ド

Ｌ
Ｅ
Ｄ

照

明
、
リ
チ
ウ
ム
イ
オ
ン
蓄
電

池
な
ど
約

品
目
が
該
当
。

融
資
を
受
け
た
い
企
業
は
ま

ず
事
業
計
画
を
国
に
提
出

し
、
認
定
を
受
け
る
必
要
が

あ
る
。
政
府
は
仲
介
役
の
民

間
金
融
機
関
と
し
て

年

月
に
日
本
政
策
投
資
銀
行
を

指
定
し
た
。

　
後
者
の
リ
ー
ス
保
険
制
度

は
、
国
指
定
の
「
需
要
開
拓

支
援
法
人
」
が
リ
ー
ス
会
社

と
保
険
契
約
を
結
び
、
中
小

企
業
が
倒
産
し
て
リ
ー
ス
料

の
回
収
が
困
難
に
な
っ
た
場

合
に
残
り
の
リ
ー
ス
料
の
半

額
程
度
を
支
払
う
。
同
支
援

法
人
に
は
損
害
保
険
ジ
ャ
パ

ン
、
三
井
住
友
海
上
火
災
保

険
、
東
京
海
上
日
動
火
災
保

険
の
３
社
が
出
資
し
設
立
し

た
低
炭
素
投
資
促
進
機
構
を

指
定
し
た
。
保
険
制
度
で
中

小
企
業
の
信
用
力
を
補
完
す

る
こ
と
で
リ
ー
ス
会
社
と
の

契
約
締
結
が
促
進
さ
れ
、
低

炭
素
型
設
備
の
普
及
が
加
速

す
る
と
み
て
い
る
。

■
国
内
ク
レ
ジ
ッ
ト
仲
介

　
中
小
企
業
が
努
力
し
て
減

ら
し
た
Ｃ
Ｏ
２
削
減
量
の
価

値
を
国
が
認
証
し
、
ほ
か
の

企
業
に
売
却
で
き
る
よ
う
に

す
る
国
内
ク
レ
ジ
ッ
ト
制

度
。
経
産
省
は

年
度
に
、

同
制
度
を
活
用
す
る
中
小
企

業
が
Ｃ
Ｏ
２
削
減
量
の
買
い

手
探
し
の
手
間
を
省
け
る
仕

組
み
を
構
築
す
る
。

　
同
省
指
定
の
仲
介
団
体
が

中
小
企
業
か
ら
削
減
量
を
引

き
取
り
、
ほ
か
の
企
業
に
転

売
す
る
。
中
小
企
業
に
は
Ｃ

Ｏ
２
削
減
量
１

に
つ
き
１

５
０
０
円
の
助
成
金
を
交
付

す
る
。
国
内
ク
レ
ジ
ッ
ト
制

度
は
Ｃ
Ｏ
２
削
減
量
の
売
り

手
と
買
い
手
が
共
同
で
、
活

用
申
請
す
る
こ
と
を
原
則
と

し
て
い
る
。
仲
介
制
度
の
導

入
に
よ
っ
て
、
買
い
手
を
見

つ
け
ら
れ
な
い
中
小
企
業
に

も
制
度
活
用
の
道
を
開
く
。

　
仲
介
団
体
は
中
小
企
業
か

ら
引
き
取
っ
た
Ｃ
Ｏ
２
削
減

量
を
集
約
し
、
大
口
化
す
る

役
割
も
担
う
。
Ｃ
Ｏ
２
削
減

量
の
買
い
手
企
業
は
少
量
の

削
減
量
を
ば
ら
ば
ら
に
購
入

す
る
よ
り
も
手
続
き
を
簡
略

化
で
き
る
。
特
に
大
企
業
が

削
減
量
を
大
量
購
入
す
る
場

合
な
ど
に
便
利
な
仕
組
み
と

し
て
機
能
し
そ
う
だ
。

■
ゼ
ロ
カ
ー
ボ
ン
商
品

　

年
度
の
国
内
温
暖
化
対

策
で
は
「
Ｃ
Ｏ
２
排
出
量
実

質
ゼ
ロ
」
が
一
つ
の
キ
ー
ワ

ー
ド
と
な
り
そ
う
だ
。

　
経
産
省
は
カ
ー
ボ
ン
オ
フ

セ
ッ
ト
を
活
用
し
て
Ｃ
Ｏ
２

排
出
量
を
計
算
上
ゼ
ロ
に
し

た
「
ゼ
ロ
カ
ー
ボ
ン
商
品
」

の
認
定
制
度
を
創
設
す
る
。

原
材
料
調
達
か
ら
廃
棄
、
リ

サ
イ
ク
ル
に
至
る
商
品
ラ
イ

フ
サ
イ
ク
ル
全
体
の
Ｃ
Ｏ
２

排
出
量
を
算
定
・
表
示
す
る

Ｃ
Ｆ
Ｐ
制
度
と
、
国
内
ク
レ

ジ
ッ
ト
制
度
を
連
携
。
今
秋

に
も
第
１
号
の
認
定
商
品
が

登
場
す
る
見
通
し
だ
。

　
一
方
、
環
境
省
は
商
品
単

位
で
な
く
会
社
や
工
場
な
ど

の
事
業
活
動
単
位
で
カ
ー
ボ

ン
オ
フ
セ
ッ
ト
を
実
施
し
、

Ｃ
Ｏ
２
排
出
量
を
実
質
ゼ
ロ

に
す
る
「
カ
ー
ボ
ン
ニ
ュ
ー

ト
ラ
ル
」
の
基
準
を
制
定
す

る
。

　
統
一
し
た
基
準
を
設
け
る

こ
と
で
カ
ー
ボ
ン
ニ
ュ
ー
ト

ラ
ル
の
取
り
組
み
の
信
頼
性

や
透
明
性
を
高
め
る
と
と
も

に
、
環
境
省
基
準
に
沿
っ
た

活
動
で
あ
る
こ
と
を
企
業
が

対
外
的
に
ア
ピ
ー
ル
し
や
す

く
す
る
。

　　 ２０１１年 平成２３年 ２月２８日 月曜日 （第２部） 　　 （ ）

▲
年

月

日

開
催
の
地
球
温

暖
化
問
題
に
関

す
る
閣
僚
委
員

会
で
意
見
を
述

べ
る
菅
首
相

中
央

■
東
京
都
が
先
行
実
施

　
国
の
Ｃ
＆
Ｔ
の
検
討
が
棚

上
げ
に
な
っ
た
の
に
対
し
、

自
治
体
版
の
Ｃ
＆
Ｔ
は
拡
大

の
動
き
を
見
せ
る
。

　
東
京
都
は

年
度
か
ら
大

規
模
事
業
所
に
Ｃ
＆
Ｔ
を
導

入
し
た
。
電
気
や
燃
料
な
ど

の
エ
ネ
ル
ギ
ー
使
用
量
が
３

年
連
続
し
て
原
油
換
算
で
年

間
１
５
０
０

以
上
の
事

業
所
を
特
定
地
球
温
暖
化
対

策
事
業
所
に
指
定
し
、
Ｃ
Ｏ

２
排
出
総
量
の
削
減
義
務
を

設
定
。
５
年
ご
と
に
削
減
計

画
期
間
を
区
切
り
、

―

年
度
の
第
１
計
画
期
間
の
削

減
義
務
率
は
工
場
は
基
準
排

出
量
比
６
％
減
、
オ
フ
ィ
ス

ビ
ル
は
地
域
冷
暖
房
の
利
用

状
況
に
応
じ
て
同
６
％
減
ま

た
は
８
％
減
と
し
た
。
都
内

約
１
３
０
０
事
業
所
が
義
務

の
対
象
と
な
っ
た
。

　
基
準
排
出
量
は

―

年

度
の
い
ず
れ
か
連
続
す
る
３

年
間
の
排
出
量
の
平
均
値
と

し
、
ど
の
３
年
を
選
ぶ
か
は

事
業
所
側
で
選
択
で
き
る
。

対
象
と
な
っ
た
事
業
所
は
自

ら
の
省
エ
ネ
ル
ギ
ー
努
力
で

排
出
量
を
減
ら
す
こ
と
の
ほ

か
、
排
出
量
取
引
を
活
用
し

て
目
標
達
成
す
る
こ
と
も
認

め
ら
れ
る
。

　
東
京
都
の
場
合
は
大
規
模

事
業
所
同
士
の
排
出
量
取
引

の
ほ
か
、
義
務
の
対
象
外
で

あ
る
都
内
中
小
企
業
や
都
外

事
業
所
か
ら
の
排
出
削
減
量

の
購
入
、
再
生
可
能
エ
ネ
ル

ギ
ー
の
グ
リ
ー
ン
電
力
証
書

の
購
入
も
可
と
し
て
い
る
。

最
終
的
に
計
画
期
間
の
排
出

削
減
実
績
が
削
減
目
標
に
届

か
ず
、
義
務
を
守
れ
な
か
っ

た
企
業
は
違
反
事
実
の
公
表

や
罰
金
な
ど
の
ペ
ナ
ル
テ
ィ

ー
を
科
さ
れ
る
。

　
埼
玉
県
は
目
標
設
定
型
排

出
量
取
引
制
度
の
名
称
で
、

東
京
都
と
同
様
の
仕
組
み
を

年
度
か
ら
導
入
す
る
。
東

京
都
の
制
度
と
基
本
的
な
ス

キ
ー
ム
に
差
は
な
い
も
の
の

最
初
の
削
減
期
間
が

―

年
度
の
４
年
間
、
目
標
未
達

成
の
事
業
所
に
対
す
る
罰
則

が
な
い
こ
と
、
森
林
の
Ｃ
Ｏ

２
吸
収
量
を
取
得
し
て
自
社

の
排
出
削
減
分
と
し
て
算
入

で
き
る
こ
と
な
ど
若
干
の
違

い
が
あ
る
。

　
東
京
都
と
埼
玉
県
の
制
度

に
共
通
す
る
の
は
、
排
出
削

減
義
務
の
対
象
と
な
ら
な
い

中
小
企
業
の
自
主
的
な
排
出

削
減
を
促
す
仕
組
み
を
設
け

て
い
る
こ
と
だ
。
設
備
の
省

エ
ネ
ル
ギ
ー
化
や
太
陽
光
発

電
設
備
な
ど
の
導
入
で
中
小

企
業
が
減
ら
し
た
Ｃ
Ｏ
２
削

減
量
を
、
削
減
義
務
が
か
か

っ
た
大
規
模
事
業
所
に
売
却

で
き
る
よ
う
に
し
て
い
る
。

　
東
京
都
豊
島
区
は
区
内
中

小
企
業
の
Ｃ
Ｏ
２
削
減
量
を

百
貨
店
や
オ
フ
ィ
ス
ビ
ル
な

ど
区
内
大
規
模
事
業
所
が
買

い
取
る
、
Ｃ
Ｏ
２
削
減
量
の

地
産
地
消
ス
キ
ー
ム
を

年
度
に
構
築
す
る
。
Ｃ
Ｏ
２

削
減
量
の
売
却
額
に
相
当
す

る
金
額
を
中
小
企
業
が
省
エ

ネ
ル
ギ
ー
設
備
導
入
時
に
前

も
っ
て
受
け
取
れ
る
よ
う
に

し
、
設
備
の
初
期
投
資
負
担

や
制
度
活
用
に
か
か
る
手
数

料
負
担
を
緩
和
す
る
。

年

度
は
中
小
企
業
に
区
の
補
助

金
も
別
途
支
給
し
、
Ｃ
Ｏ
２

削
減
を
後
押
し
す
る
。

■
国
は
検
討
凍
結

　
暮
れ
も
押
し
詰
ま
る

年

月

日
。
政
府
は
地
球
温

暖
化
問
題
に
関
す
る
閣
僚
委

員
会
を
開
き
、
地
球
温
暖
化

対
策
の
主
要
３
施
策
の
基
本

方
針
を
決
定
し
た
。
主
要
３

施
策
と
は
地
球
温
暖
化
対
策

税
、
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー

の
全
量
固
定
価
格
買
い
取
り

制
度
、
そ
し
て
国
内
排
出
量

取
引
制
度
を
指
す
。
排
出
量

取
引
に
つ
い
て
は
、
地
球
温

暖
化
対
策
税
な
ど
先
行
す
る

施
策
の
効
果
や

年
以
降
の

地
球
温
暖
化
対
策
の
国
際
枠

組
み

ポ
ス
ト
京
都
議
定

書

の
交
渉
の
成
否
を
見
極

め
「
慎
重
に
検
討
を
行
う
」

と
明
記
。
詳
細
設
計
や
実
施

時
期
の
結
論
を
当
面
先
送
り

す
る
こ
と
に
し
た
。

　
排
出
量
取
引
に
は
い
く
つ

か
方
式
が
あ
る
が
、
政
府
が

検
討
を
事
実
上
凍
結
し
た
の

は
、
大
規
模
事
業
所
に
排
出

削
減
義
務
を
課
す
こ
と
を
前

提
と
し
た
キ
ャ
ッ
プ
・
ア
ン

ド
・
ト
レ
ー
ド

Ｃ
＆
Ｔ

方
式
の
取
引
制
度
。
政
府
方

針
の
決
定
に
至
る
ま
で
、
Ｃ

＆
Ｔ
の
是
非
や
内
容
を
め
ぐ

る
議
論
は
環
境
省
と
経
済
産

業
省
の
そ
れ
ぞ
れ
の
審
議
会

で
繰
り
広
げ
ら
れ
て
き
た
。

　
環
境
相
の
諮
問
機
関
で
あ

る
中
央
環
境
審
議
会

中
環

審

の
小
委
員
会
は
、
将
来

の
Ｃ
＆
Ｔ
導
入
を
見
据
え
た

議
論
を
展
開
。
制
度
設
計
に

関
す
る
報
告
書
を

年

月

６
日
に
ま
と
め
た
。
制
度
開

始
は

年
度
か
ら
を
想
定
。

当
面
は
二
酸
化
炭
素

Ｃ
Ｏ

２

を
対
象
と
し
、
排
出
量

が
年
１
万

以
上
の
事
業
所

に
排
出
削
減
義
務
を
設
定
す

る
と
し
た
。

　
発
電
に
伴
う
Ｃ
Ｏ
２
排
出

は
電
気
を
使
う
事
業
所
の
排

出
と
み
な
す
「
間
接
方
式
」

を
採
用
。
電
力
の
安
定
供
給

を
確
保
す
る
た
め
電
力
会
社

に
は
排
出
総
量
の
削
減
義
務

を
課
さ
ず
、
代
わ
り
に
発
電

量
１

時
当
た
り
の
排
出

量
を
下
げ
る
原
単
位
改
善
を

義
務
付
け
る
。
報
告
書
に
は

制
度
導
入
で
国
際
競
争
力
を

失
う
業
種
に
対
す
る
負
担
軽

減
措
置
も
規
定
、
産
業
界
に

一
定
の
配
慮
を
示
し
た
。

　
こ
の
小
委
員
会
は
「
Ｃ
＆

Ｔ
推
進
派
の
学
識
経
験
者
」

対
「
Ｃ
＆
Ｔ
否
定
派
の
産
業

界
」
が
基
本
構
造
。
議
論
は

予
想
通
り
難
航
し
た
が
「
取

引
制
度
の
是
非
論
で
立
ち
止

ま
ら
な
い
」
と
の
環
境
省
の

意
向
が
強
く
働
き
、
報
告
書

の
と
り
ま
と
め
に
至
っ
た
。

　
こ
れ
に
対
し
て
経
産
相
の

諮
問
機
関
で
あ
る
産
業
構
造

審
議
会
産
構
審
の
作
業
部

会
は
、
ほ
ぼ
す

べ
て
の
委
員
が

Ｃ
＆
Ｔ
否
定
派

と
い
う
状
況
で

検
討
を
開
始
。

年
９
月

日

に
公
表
し
た
中
間
報
告
で

は
、
日
本
で
の
Ｃ
＆
Ｔ
の
有

用
性
は
限
定
的
と
結
論
付
け

た
。
技
術
の
導
入
余
地
を
考

慮
せ
ず
に
無
理
な
目
標
を
設

定
す
る
と
、
排
出
枠
の
大
量

購
入
や
生
産
規
制
を
強
い
ら

れ
、
経
済
に
大
き
な
ダ
メ
ー

ジ
を
与
え
る
と
指
摘
。
環
境

と
経
済
成
長
を
両
立
す
る
に

は
実
現
可
能
な
対
策
を
積
み

上
げ
、
産
業
界
が
自
主
的
に

排
出
削
減
目
標
を
設
定
す
る

方
が
有
用
と
し
た
。

　
産
業
界
が
目
標
を
自
主
設

定
す
る
方
式
を
同
作
業
部
会

は
「
ボ
ト
ム
ア
ッ
プ
方
式
」

と
呼
び
、

月

日
の
会
合

で
同
方
式
を
軸
と
し
た
大
規

模
事
業
所
対
策
案
を
提
示
し

た
。
産
業
界
が
自
主
目
標
を

政
府
に
申
請
し
、
客
観
的
に

評
価
す
る
仕
組
み
を
構
築
。

目
標
の
指
標
は
Ｃ
Ｏ
２
の
排

出
総
量
の
削
減
と
と
も
に
、

活
動
量
当
た
り
の
排
出
量
を

下
げ
る
原
単
位
改
善
も
容
認

す
る
。
企
業
グ
ル
ー
プ
や
業

界
団
体
な
ど
複
数
社
に
よ
る

目
標
設
定
も
可
能
と
し
た
。

　
技
術
を
積
み
上
げ
て
妥
当

な
削
減
目
標
を
設
定
す
れ

ば
、
目
標
の
大
幅
達
成
や
大

幅
未
達
の
企
業
は
出
に
く
い

と
判
断
。
制
度
の
対
象
と
な

る
大
企
業
同
士
の
排
出
量
取

引
は
、
仕
組
み
自
体
を
不
要

と
し
た
。
目
標
未
達
の
企
業

に
は
国
内
ク
レ
ジ
ッ
ト
制
度

を
活
用
し
て
制
度
対
象
外
の

中
小
企
業
か
ら
排
出
削
減
量

を
購
入
し
た
り
、
将
来
導
入

が
想
定
さ
れ
る
二
国
間
ク
レ

ジ
ッ
ト
制
度
を
使
っ
て
途
上

国
か
ら
排
出
削
減
量
を
購
入

し
た
り
し
て
未
達
を
穴
埋
め

す
る
こ
と
を
認
め
た
。

　
結
果
的
に

月
末
の
政
府

の
基
本
方
針
は
産
構
審
作
業

部
会
の
検
討
内
容
が
強
く
反

映
さ
れ
た
形
と
な
っ
た
。
同

方
針
に
は
「
産
業
界
が
掲
げ

る
自
主
的
な
地
球
温
暖
化
対

策
へ
の
取
り
組
み
や
目
標
の

実
現
に
向
け
て
、
二
国
間
ク

レ
ジ
ッ
ト
制
度
や
、
国
内
ク

レ
ジ
ッ
ト
制
度
な
ど
を
通
じ

て
、
政
府
が
支
援
す
る
こ
と

も
有
効
な
手
だ
て
と
な
る
」

と
同
作
業
部
会
の
結
論
そ
の

も
の
の
文
章
が
盛
り
込
ま
れ

て
お
り
、
大
規
模
事
業
所
対

策
の
当
面
の
検
討
は
経
産
省

主
導
で
進
み
そ
う
だ
。


